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別紙

公費・私費の負担区分の基準となる考え方について

平成２３年度監査報告において、１７項目について、本来公費で負担すべきものが私費

（学校徴収金・学校関係団体費）により負担されているとの指摘を受けた。

県民全体による負担か生徒の保護者による負担かの違いはあるにせよ、公費、私費いず

れで負担する場合も県民の貴重な財源から支出が行われていることに変わりはなく、学校

は不必要な物品の購入等を行っていないか不断に見直し、無駄の削減に努めることが第一

に重要である。

その上で、必要な支出がある場合には、学校は学校保護者からの私費に安易に頼ること

なく、公費からの支出をしっかり検討し購入等を行う必要がある。このため、公費、私費

いずれによる負担が適当か判断する際の基準となる考え方を以下のように定めたので、学

校は、今後留意する必要がある。

Ａ：公費負担とすべき経費

学校運営に関する経費で、県立学校共通の標準的な水準の維持に必要な経費は、住

民全体の負担により措置されることが適当であるため、公費負担とする。

（具体例）

・施設の建設、維持、管理、補修に要する経費

（樹木せん定、廃棄物処理のための標準的な経費を含む）

・備品の購入、賃借、管理、修理に要する経費

（備品、クラス共用物品、名刺、生徒氏名ゴム印の購入、和楽器のリース、

椅子カバーのクリーニング、のための標準的な経費を含む）

・公務出張に要する交通費

（公務出張のための旅費、有料道路通行料、駐車場代を含む）

・授業や学業認定に要する経費

（卒業証書の作成を含む）

・生徒の心身の健康、安全に係る経費

（標準的なカウンセラーの報酬を含む）

・教職員の資質向上のための経費

（一定規模の研修への参加代を含む） など
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Ｂ：原則として私費負担とする経費

学校の教育活動を行う上で、個人に帰属する物品の購入を行う場合や修学旅行等の

行事に参加する際に必要な費用等は、その直接的利益が個々の生徒に還元される性格

が強いことから、原則として私費負担とする。

（具体例）

・制服、体操服等の学校指定の被服類

・辞書、テキスト等の副教材費、実習材料費

・模擬試験、検定試験等の受験料

・修学旅行、教育合宿、遠足等の行事に係る経費 など

Ｃ：私費負担の余地がある経費

県立学校共通の標準的な水準を質的量的に上回る、より良い教育環境を望む保護者

等の考えや要望がある場合には、学校の実情等に応じて私費からの負担によって学校

運営に関する経費の支出を行うことがありえる。この場合においては、保護者に経費

の使途等についてしっかり説明することが必要である。

（具体例）

・学校施設、備品の質的、量的な向上

（エアコンの整備、標準を上回る樹木のせん定、など）

・生徒の心身の健康、安全、進路指導に係る取組の質的、量的な向上

（カウンセラーの追加雇用、進路指導員の雇用、など）

・教職員の資質向上のための取組の質的、量的な向上

（教職員が行う研修に係る経費への補助、など） など

-7-


